
令和７年度 事業報告
公益財団法人さわやか福祉財団 

本文カッコ内の名称は当該事業の 

補助・委託・助成等の先。 

「公益目的事業」 

令和７年度は、前年度に引き続き「つながりの再構築・助け合いの推進」を原点に捉え、

いきがいと助け合いのある住民主体の地域づくりの全国展開に取り組んだ。少子高齢化と

人口減少の進行に加え、単身世帯の増加等により、人と人とのつながりの希薄化や家族機

能の低下が一層顕著となる中で、助け合う関係を広げることの重要性はますます高まって

いる。当財団は全国の自治体と連携し各地で助け合い活動の創出や活性化、助け合いの担

い手の育成などの支援、情報発信、政策提言を有機的に結び付けながら、地域共生社会の

実現に向けた取り組みを強力に推進した。

生活支援体制整備事業が開始から 11 年を迎え、各地で成果が見られる一方、自治体職員

の異動等による体制の停滞や後退も課題として顕在化している。当財団は、都道府県主催

の研修やアドバイザー派遣による生活支援コーディネーターや協議体の取り組み支援をは

じめ地域づくり関係者による住民主体の助け合いの地域づくりを強力に押し進めた。

こうした活動を広く情報面から支援する「いきがい・助け合いオンラインフェスタ 2025」
は、社会の大きな動きや事例等から学び合い、課題解決の知見を共有する機会となること

を目的としている。実践の深化を促進し、初めて行った県との共催による「いきがい・助

け合いフェスタ」では、地域色を生かした対面開催による有効性も確認できた。そして地

域助け合い基金による活動支援では、居場所づくりや見守り、生活支援など多様な分野で

身近な住民主体の助け合いと共生の活動の広がりを全国で後押しした。併せて、これら各

地の実践から得られたノウハウを、情報誌やＷＥＢ等で発信し、他地域への波及を図った。

また、社会参加推進の観点から、シニアや勤労者の地域参加の促進、子ども・子育て支

援、多世代交流の推進など、多様な主体が関わる仕組みづくりを進めた。企業や関係団体

との連携、講座やシンポジウムの開催を通じて担い手の裾野を広げると共に、地域づくり

の働きかけとも連携しながら、共生社会の実現に必要な提言と実践を地道に展開した。

さらに、情報発信・調査研究・政策提言においては、現場の知見を基にした発信を強化

すると共に、京都大学との共同研究を開始するなど、助け合い活動の社会的価値の可視化

にも取り組んだ。国や自治体等への提言も、一人ひとりのウエルビーイングの実現、市民

公益の発展の観点から他団体とも積極的に連携しながら強力に実施した。

依然として、社会的孤立の進行や担い手不足など課題は多く、2040 年を見据えた対応が

急務である。当財団は、「新しいふれあい社会の創造」の理念のもと、協働・連携を一層強

化しながら、「いきがいをもって、ふれあい、助け合い、共生する地域社会」の実現に向け

て引き続き全力で取り組んでいく。

具体的な取り組みと成果は、以下の通り。 
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１．ふれあい推進事業 （公益目的事業１） 

  

全国のさわやかインストラクター、地域の支え合いを推進する助け合い推進パートナ

ー、全国の自治体や生活支援コーディネーターをはじめとする地域づくりを担う関係者

と連携・協働して取り組みを進めた。 

 

（１）地域共生推進・助け合い創出プロジェクト 

少子高齢化と人口減少による影響や一人暮らし高齢者や認知症の人の増加などの状況

において、全国各地でご近所同士のつながりの希薄化や家族機能の低下が一層顕著にな

り、地域内でのつながりや助け合いの重要性はますます高まっている。 

各地の自治体支援でも生活支援コーディネーターらが企画した助け合い創出をテーマ

とした勉強会などにも関わった。例えば、人口減少地域である長崎県対馬市では要支援

者の生活支援をする事業所の撤退に伴い、有償ボランティアの勉強会を実施。しがらみ

の強い地域性での主体的な助け合いの仕組みづくりを支援した。長崎県西海市ではさわ

やかインストラクターに具体的なノウハウや思いを伝えてもらうことで、住民の心を動

かし、創出へ動きを加速することができた。地域支援では地域の特色を踏まえた対応が

重要であり、都市部と人口減少地域など地域性の違いを常に考慮しながら、グループワ

ークなども効果的に実施して助け合い創出勉強会等の現地取り組みを支援した。 

また、各地で創出された活動や働きかけについて情報誌・紙やオンラインフェスタ、

自治体向け研修などでノウハウも含めて情報発信し、他のプロジェクトや事業とも密接

に連動しながら、自治体における助け合い活動の促進を強力に支援した。 

新たな情報発信としては、共生常設の居場所と有償ボランティアなど助け合いの動画

「心つながる」を制作。２月に山形県天童市のＮＰＯ法人ふれあい天童の取材を行い、

当財団のＷＥＢで紹介することとした。「心つながる」は今後シリーズで発信していく。 

「地域助け合い基金」では、全国の助け合い活動や地域共生を目指す団体・個人の支

援を継続した。創設から約６年が経ち、令和７年度は 145の団体・個人に、総額 1950万

円を助成した。これにより、累計では 1,410の団体・個人に対し、総額２億 1300 万円と

なった。支援対象の活動分野では、「高齢者」と「子ども」が最も多く、次いで「障がい

者」、「生活困窮」、「認知症」、「外国人」を対象とした分野となった。活動内容では、創

設当初から「居場所づくり」が最も多いことに変わりなく、次いで「見守り」、「生活支

援」、「配食・会食」、「移動支援」となっている。 

助成した団体・個人からの活動報告では、地域に根ざした工夫や柔軟な対応で活動を

広げる姿が多く見られた。寄付や助成の実績、活動内容は、当財団のホームページや情

報誌・紙を通じて公開しており、現在活動中あるいは活動を始めようとする人々にとっ

て参考になるよう積極的に努めている。また、この基金は生活支援コーディネーターや

協議体の中にも広まり助け合いの活動の推進に活用いただいている。 

令和６年能登半島地震・大雨対応では、引き続き現地のさわやかインストラクターと

連携し、彼らの被災地支援活動を側面から支援。また、復興に向けた地域づくり支援と

して「地域助け合い基金」を活用し、継続的な後方支援を行った。 
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（２）地域づくり生活支援コーディネーター・協議体支援プロジェクト 

国の介護予防・日常生活支援総合事業や生活支援体制整備事業は、開始から 11年が経

ち、全国各地で助け合いの創出や地域課題解決に向けた成果が見られるようになった。

一方で残念ながら、自治体職員の異動や生活支援コーディネーターの交替などによる活

動の停滞は従来から指摘してきているが根深い課題である。地域住民等との信頼関係が

弱まり、せっかく芽を出し始めていた取り組みが止まることも依然として少なくない。  

当財団として、都道府県主催の生活支援コーディネーターなどを対象とした研修会や

情報交換会、アドバイザー派遣事業などの機会を有効に生かしながら、住民主体の地域

づくりの重要性を強く伝え、そのための生活支援コーディネーターや協議体、自治体職

員等の役割について考え気づく機会を各地で積極的に構築した。福井県では、全９市８

町を対象とした生活支援コーディネーターと自治体職員向けの初任者研修、実践のスキ

ルアップを目的とした全体研修、情報交換会などを実施しているが、事前アンケートや

グループワークも活用しながら、担い手づくり、居場所、有償ボランティアなどテーマ

を掲げて実践につながる研修プログラムとなるよう継続して支援を実施した。長崎県で

は、生活支援コーディネーターや自治体職員などを対象にした助け合いの現場視察研修

会を実施し、県を越えて熊本県合志市の空き家を利用した常設居場所を訪問し、代表者

や参加者等住民との質疑応答で住民主体の助け合いの理解を深めた。 

また、現場で直面する課題やその解決策について具体的に学び合い、討議する場とし

て、前年に続き「いきがい・助け合いオンラインフェスタ 2025」を開催した。全国の実

践者や関係者約 1500 名が参加し、各地の多様な事例と課題解決の実践を共有する学び

合いの場を創出した。加えて、長崎県と当財団の協働により、初の地域開催となる「い

きがい・助け合いフェスタ in長崎」を実施。会場約 150名、オンライン約 220名が参加

し大変好評を得た。地域でのつながりを深め、活動を共に考えていくプログラムとして

今後も働きかけていく。 

令和７年度に実施した地域づくり支援活動は 330 件となった。これら活動を通じて得

られた課題や、現場で多く寄せられる質問等を分類・整理し、ＷＥＢ上に住民主体の取

り組み推進のノウハウとして公開する取り組みついては、令和８年度においても継続し

て取り組む。 

 

① 住民主体の助け合い活動創出・体制整備に向けた取り組み 

全国の都道府県や市区町村からの依頼に応えて市民フォーラム、協議体の体制づくり、

情報交換会、助け合い創出勉強会、担い手養成研修会などを積極的に支援した。これら

はオンラインの活用を含め、準備段階から丁寧に関わることで、地域の現状や課題を共

有し、フォーラムや勉強会をツールとして地域づくりを地域が主体的に推進できるよう

にバックアップした。その際にはさわやかインストラクター・助け合い推進パートナー

とも連携して現場に即した支援を精力的に実施した。 

 

②養成研修・情報交換会等の支援 

都道府県等が主催する生活支援コーディネーターの養成研修やフォローアップ研修、

情報交換会等に支援、協力した。また、都道府県ブロック（さわやかインストラクター
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や助け合い推進パートナー）が取り組んだ情報交換会においては、当財団も連携して取

り組んだ。 

【都道府県単位での養成研修・情報交換会等の開催支援】 

北海道、岩手県、神奈川県、山梨県、新潟県、静岡県、福井県、京都府、大阪府、

佐賀県、長崎県、鹿児島県（以上、12道府県） 

 

③「いきがい・助け合いオンラインフェスタ 2025」、地域開催「いきがい・助け合い 

フェスタ in長崎」の開催 

2019 年から実施してきた「いきがい・助け合いサミット」で得られた提言を基に、実

践へとつなげていく次のステップとして、また、地域ごとの課題への向き合い方や取り

組みの進め方を学び合う場として、「いきがい・助け合いオンラインフェスタ 2025」を

前年度に引き続き実施した。 

令和７年度は、10 月 14 日から 23 日までの土日を除く８日間にわたりオンラインで開

催し、全国から約 1500人の参加があった。前年に好評だったアーカイブ配信も継続し、

11月 30日まで公開した。 

・オープニングフォーラムでは、「みんなの参加で地域共生社会を実現しよう」をテーマ

に、今後の地域づくりにおいて、人と人とのつながりが与える好影響や、福祉と金

融・経済の壁などの問題を解消する、地域での具体的な実践につなげるための提言が

行われた。 

・特別トークでは、９つの分野ごとに重要な視点を示し、従来からの「共生社会」「住民

主体の地域づくり」の基本、そして「外国人との共生」「住民参加とウエルビーイング」

「金融と福祉の連携」など時宜に即した新たな提言が発信された。 

・核となるプログラムである事前録画による「学ぼう編」とライブ生配信で参加型によ

る「語ろう編」では、計 11テーマを設定し、基本の考え方の確認から、各地の具体的

な事例や課題解決の取り組みを幅広く紹介した。 

・開催後には、内容のエッセンスをダイジェスト版として冊子にまとめ、参加者及び関

係各所に配布すると共に、ホームページでも公開し、広く社会に向けて発信した。 

【「学ぼう編」の８テーマ】 

住民主体の地域づくりの基本や各地の様々な事例の情報を紹介した。 

「都市部を中心とした近隣助け合いの広げ方」「小規模自治体で助け合いをどう広げる

か」「助け合いへの参加・創出に向けてのアプローチ手法」「誰でも受け入れる居場所

にするには」「認知症の人と共に生きる地域づくり」「子どもの育ちを地域で応援しよ

う」「企業と連携した地域づくりの進め方」「シニアの地域参加の広げ方」 

【「語ろう編」の３テーマ】 

ライブ配信・双方向性を活した参加型のプログラム 

「生活支援コーディネーターと協議体による地域づくり」「有償ボランティアによる生

活支援（移送含む）の具体的な立ち上げノウハウ」「助け合いの社会的価値とつながり

方」 

地域開催フェスタ「いきがい・助け合いフェスタ in 長崎」では「住民主体の地域づく

りの推進」をテーマに、基調講演やシンポジウム、分科会を通じて、対面で直接顔を
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合わせて情報共有や議論する機会となった。県単位のエリアでは主体的な住民も多数

参加し、行政や生活支援コーディネーター、専門職と共に住民参加の意義や熱意への

気づきと共感も広がり、地域開催の有効性が確認された。 

 

④作成ツール・資料による独自の視点からの働きかけ  

活動を通じて全国の現場から得た知見を生かし、冊子や体験ツール、ＷＥＢでのコン

テンツなどを通じた情報提供とノウハウの発信に引き続き努めた。住民主体の助け合い

の地域づくりをより広く推進するため、住民にもわかりやすく伝わるよう工夫した当財

団作成の冊子やツールを積極的に提供し、全国各地で幅広く活用された。 

・長年普及してきた「新・助け合い体験ゲーム（実践編）」は全国の地域づくりの研修や

講座用に 172 件頒布し、広く活用されている。また、助け合い体験ゲームの取り組み

方をわかりやすく伝える動画を新たに作成し、ＷＥＢで自由に学べるよう公開した。  

（住友生命保険相互会社） 

 
（３）ブロック等との協働戦略プロジェクト 

全国の都道府県ブロック（さわやかインストラクター・助け合い推進パートナー）等

と連携し、住民主体による助け合いの地域づくりを全国的に推進した。 

・ 山梨県ブロックではブロック主催での「生活支援コーディネーター情報交換会」に

県内生活支援コーディネーター、市町村職員等が集い、県内計３地域で開催。静岡

県ブロックでは県内生活支援コーディネーターや行政職員を対象に「第５回静岡県

ブロック主催情報交換会」「現場視察研修」を開催し、和歌山県ブロックでは「さわ

やか広川町居場所サロンフォローアップ交流会」を居場所サロンの世話役メンバー

と共に開催。京都府ブロックでは京都府との共催により「第６回みんながつながる

情報交換会 in 宮津」を開催。大阪府ブロックでは生活支援コーディネーターらの

ざっくばらんな情報交換会「本音で語ろう会」を開催した。 

・ 全国のさわやかインストラクターと助け合い推進パートナー約 80 名が一堂に会し

「ブロック全国協働戦略会議」を開催した。厚生労働省と内閣府から講師を招き

「介護保険制度の動向 ～地域づくり施策を中心に～」「高齢社会対策大綱と地域に

期待すること」と題した最新情報を提供。また、県単位等のブロック主催による生

活支援コーディネーター情報交換会や助け合いの動画作成など当財団との協働によ

る取り組みを議論。グループワークでは「今こそふれあい助け合いを積極的に広め

る時」をテーマに様々なノウハウを共有して全国の地域づくりに生かす機会とした。 

（住友生命保険相互会社） 

 

（４）ふれあいの居場所推進プロジェクト 

通いの場やサロン、子ども食堂、認知症カフェ等様々な居場所が広がる中、地域共生

社会に向けて、多様な人たちがごちゃまぜにつながる共生常設の居場所づくりを具体的

に広げようと情報収集し、各地での勉強会やフォーラム、「いきがい・助け合いオンラ

インフェスタ」などでも積極的に情報発信をした。 

・「いきがい・助け合いオンラインフェスタ 2025」では、「誰でも受け入れる居場所にす
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るには」をテーマに認知症の人、引きこもりがちな人、疾患のある人など各地でよく

聞かれる課題でもある「来れない人たちに来てもらうにはどうしたらよいか」につい

て、３つの地域の実践者から具体的な事例を紹介してもらい、運営者側の意識改革や

運営のコツなどを情報提供し各地で活かしてもらえる内容を試みた。 

・長崎県壱岐市では共生常設の居場所の立ち上げと運営について具体的な情報提供をし、

また、子育て支援課からも居場所づくりの情報提供をするなど連携した勉強会の開催

に協力した。 

（住友生命保険相互会社） 
 

（５）立ち上げ支援プロジェクト 

「連合・愛のカンパ助成金」は、日本労働組合総連合会の組合員による善意のカンパ

を原資とした助成制度であり、平成９年から継続して、地域におけるふれあい・助け合

い活動の新規団体や事業の立ち上げを初期運営資金の面から支援してきた。令和７年度

も引き続きこの助成を活用し、生活支援コーディネーターや協議体との連携による新た

な助け合い活動の創出を促進すべく、全国に向けて広く働きかけを行った。 

・ 令和７年度は、28都道府県から 83団体の応募があった。内容としては、多世代交流、

障がいのある方や子どもの居場所・食堂づくりなどの活動を始めようとする団体を中

心に、移動支援や多世代交流の活動など、多様なテーマで活動を立ち上げようとする

団体からの応募が見られた。 

・ 助け合い活動の立ち上げという本助成の目的に照らし、20 団体に対して１団体あたり

上限 15 万円（総額 247 万 2000 円）の助成を実施した。これにより、各地域において

住民主体の取り組みが着実に始動し、助け合いの輪が広がる契機となった。 

（連合・愛のカンパ） 

 

（６）復興支援プロジェクト 

被災地が自ら主体的に地域づくりに取り組めるよう、現地との連携を大切にしながら、

後方からの支援を着実に展開した。 

・ 東日本大震災被災地の重点支援として、岩手県釜石市へ地域での助け合いの活動を軸

にした支援金を現地に提案。継続して提供を検討していく。 

・ 県外避難者支援では、福島県と東京都と連携し、福島県からの県外避難者に向けた

「ふくしま避難者交流会」を 11 月 15 日に東京国際フォーラムで開催。避難者同士の

交流や情報交換の場として大きな意義を持った。 

・ 令和６年能登半島地震・大雨対応は、輪島市に現地訪問すると共に、支援者情報交換

会議にオンライン参加し情報収集を継続している。 

 

 

２．社会参加推進事業 （公益目的事業２） 

 

（１）社会人地域共生活動参加推進プロジェクト 

定年退職後のシニアや現役勤労者の地域参加・助け合い活動への参画を強く後押しす
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るため、企業・労働組合等に引き続き働きかけながら、地域モデルの発信や担い手の創

出を積極的に進めた。啓発の取り組みとして「介護離職防止と地域の互助」の勉強会等

をモデル的に企業・団体に提案。また、専門的な知見・ネットワークを有する団体と連

携して、地域づくりを進める中核的な人材づくりをシニア層へ働きかける研修会の実施、

さらに、子ども支援や生活支援にもつながる働きかけを行った。 

・ 認定ＮＰＯ法人コミュニティ・サポートセンター神戸と当財団の共催で「70歳代シニ

アを応援する 地域プロデューサー講座 ～ケース・メソッドで支援力を身につける

～」をテーマにした全３回のプログラムを開催した。シニア人材を地域の社会資産と

して生かす力の習得を目的に、講義では社会の動き、活躍の意義や現状、シニアの定

年後の活動事例等を紹介。ケース・メソッド手法を用いたマインド転換、活用策の議

論等も行い、広く各地で地域づくりに生かせるモデルプログラムづくりを目指した。

今後さらに継続して検討していく。 

・「いきがい・助け合いオンラインフェスタ 2025」では、企業ＯＢや地域デビューに慎重

なシニア男性の社会参加を目的に「シニアの地域参加の広げ方」と題してパネルディ

スカッションを実施。参加のコツや成功事例、効果的な関わり方などについてわかり

やすく発信した。 

・ 高齢社会ＮＧＯ連携協議会（高連協）との連携では、当財団が引き続き事務局を担い、

各会員団体と協力して活動推進に取り組んだ。高連協と一般社団法人日本老年医学会

との連携として、千葉・幕張メッセ等で６月 27 日～29 日に開催された「第 34 回日本

老年学会総会」にて、合同シンポジウム「エイジフレンドリーな地域共生社会に向け

て」を実施。当財団の基本の思いである“誰もがどのような状態になっても尊厳を持

ち、自分を生かして暮らせる共生社会”の考え方を踏まえて、住民・市民が主体的に

参加する地域づくりを全国の研究者らに強力に訴えかけた。 

・ 現役勤労者へのアプローチとして、企業の人事部、ＣＳＲ担当との意見交換を実施。

勤労者向けパンフレット３部作や地域づくりに関する情報資料等を引き続き各地に配

布して、勤労者が地域に関わる重要性と可能性を広く伝えた。 

 

（２）子ども育成支援プロジェクト 

全ての子ども・若者が、幸せな状態（ウエルビーイング）で生活を送ることができる

「こどもまんなか社会」の実現に向けて、子どもが地域の中で自助・共助の心を育む環

境づくりを、他のプロジェクトとも連携しながら推進した。乳幼児期から共感力を育む

ためのシニアとの交流プログラムの普及・啓発や、子育ての社会化に向けた提言活動な

ど、多世代による支援体制の整備を進めている。 

・ 乳幼児と地域シニアのふれあいを促進する「ともあそび」のプログラム・考え方を、

引き続き広く発信し、働きかけを継続。子どもと高齢者の自然な交流が共感力の育成

につながることを重視し、関連冊子も活用しながら地域に働きかけを継続。 

・ 「いきがい・助け合いオンラインフェスタ 2025」では、「子どもの育ちを地域で応援

しよう」と題して、制度の着実な普及に加えて、住民の立場から地域で子どもやその

保護者・養育者をどう応援していくのか、仲間と共に知恵を絞って活動を展開してい

る実践者の事例を通して一緒に考え発信した。 
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 ・国の子育て・子育ち支援政策については、当財団は引き続き「子ども・子育て市民委 

員会」の事務局を担い、今後の動向を見据えながら積極的な情報提供と提言活動を行

っていく。 

 

（３）子どもの未来応援プロジェクト 

 社会的に困難な環境にある子ども・若者に向けた地域での支援に向けて、方策と可能

性、その課題を見定めていくため、当年度は関係各所へのヒアリング、勉強会などを意

識的に丁寧に行った。児童養護施設が地域の中で行っている居場所、フリースペース、

自立支援の一貫モデルなどの調査見学、市民参加型フォーラムへの参加等を通じて、地

域ぐるみの支援体制がいまだ非常に不十分であることが改めて再確認された。さらに都

下の児童養護施設やこどもシェルター・自立援助ホーム、地域食堂を視察し、多様な団

体間の連携による支援強化の可能性も確認。実情を正しく踏まえながら、支援ネットワ

ーク構築と地域での交流機会の創出に向けた取り組みを進めていく。 

 

（４）スポーツふれあいプロジェクト 

社会人バスケットボールチームと地域の小学生チームが特別養護老人ホームを訪問し

て、「さわやかスポーツ広場」を開催した。高齢者とのふれあいイベントを実施して、多

世代がスポーツを通じて交流し、地域のつながりを再確認する貴重な機会となった。ス

ポーツを媒介とした取り組みは参加がしやすく、生活支援コーディネーターの地域活動

にも有効であることから、これまでのノウハウを生かし、助け合いのきっかけづくりと

して地域で主体的に取り組めるプログラムとなるよう取り組んでいく。 

 

（５）民間支援創出プロジェクト 

地域に根ざした助け合いの活動を民間の力でも支えていくため、企業や団体、個人の

参画・支援を広げる取り組みを継続的に行った。 

 

① 社会支援促進チーム 

当財団の理念に賛同いただいている法人会員や企業、労働組合などの団体に対し、

地域活動への参加や支援を働きかけた。全国の地域支援事業の取り組みを紹介しなが

ら、情報提供と意見交換を行い、介護離職のための情報提供や研修を提案したほか、

参加型寄付の考え方を含めた新たな社会参加の形や連携の可能性について共に検討を

進めた。 

 

② 遺贈チーム 

令和７年度は、金融資産のご寄付５件について手続きを完了した。全て「ふれあい

遺贈基金」として寄贈者のお名前を冠した個別基金を創設した。引き続き大手信託銀

行との業務提携を生かしながら、金融機関との連携を維持し、今後も遺贈の社会的意

義の理解促進に努めていく。多様な非営利法人による遺贈寄付の呼びかけが進んでい

るが、遺贈先候補として当財団を選択していただけるよう、発信を一層進めていく。 
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３．情報・調査事業 （公益目的事業３） 

 

（１）情報誌発行プロジェクト 

地域共生社会づくりに向けて、情報誌『さぁ、言おう』、情報紙『さぁ、やろう』を引

き続き発行した。『さぁ、言おう』は、より一般市民向け、『さぁ、やろう』は、生活支

援コーディネーターや自治体等の関係者がヒントや課題解決を得られるような紙面作り

を目指した。 
・『さぁ、言おう』 

「人生 100 年時代 共生社会の生き方情報誌」として地域共生社会の実現に向け、一

般読者を意識した内容として月刊で発行。令和７年度は、助け合い活動の現場から報

じる「広げよう つなげよう 地域助け合い」の連載を継続し、地域で輝く「人」に

光を当てた「生き方・自分流」の再連載、また、新たにシリーズ「定年、その先へ」

の連載を開始して、各地の助け合いの実践や多様な生き方を発信して好評を得た。 

合計発行部数 13万 8,000部 

（各月定期発送先と配布数） 

個人・法人会員 740部 

ＮＰＯ・ボランティア団体 300部 

地域包括支援センター 3,550部 

会員以外の企業、自治体、社会福祉協議会、学校、各種団体、 

オピニオンリーダー等 6,350部 

（個別配布先） 

各種研修会、勉強会、フォーラム、講演会、さわやかインストラクター活用分 

 月平均 580部 

・『さぁ、やろう』 

生活支援コーディネーターと協議体の取り組みを考える情報紙として、生活支援コー

ディネーターや協議体、自治体及び地域包括支援センター、社会福祉協議会等に向け

て、年４回、合計３万 7,100部発行した。令和７年度は、「いきがい・助け合いオンラ

インフェスタ 2025」の詳細報告や、助け合いに関わる特集を掲載し全国の地域づくり

の現場で活用されている。 

 

（２）統括広報プロジェクト 

さわやか福祉財団の理念及び活動を対外的に広報し、新しいふれあい社会づくり、地

域共生社会実現のために必要な情報を発出した。各プロジェクトが情報を発信する支援

を行うと共に、助け合い活動推進や地域共生社会づくりに向けた発信の場としての全国

交流フォーラム等直接参加イベントの実施、ＳＮＳを含むＷＥＢを活用した情報の発信、

各種推進パンフレット等の作成を行った。 

・ 財団活動のＷＥＢコンテンツについては、「いきがい・助け合いオンラインフェスタ」

の内容、「地域助け合い基金」により支援した団体・個人の活動状況等をはじめ、財

団の活動をタイムリーにわかりやすく発信するよう努めた。 
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・ 【全国交流フォーラム】 

「地域共生社会と助け合いの価値」と題した全体報告を行い、その後トークセッショ

ン「『楽しい』が結果介護予防に！」、パネルディスカッション「ふれあい助け合い

を広げるためのネットワークをつくろう」を実施して、各地の実践や経験を共有す

る貴重な機会となった。 

・ 【堀田力さんを偲び ふれあい社会を語る会】 

  当財団の創設者である故堀田力会長が生前強力に社会に提言してきた政策、制度、

仕組み、社会的意識等を改めて広く訴えかけて、これからの超高齢社会に向けて

「新しいふれあい社会」をどのように構築していけるのか、共生、あたたかな助け

合いを皆で強力に進めるための啓発、意見交換、交流の機会として行った。併せて

「地域助け合い基金」への寄付を呼びかけ、全国の助け合い活動支援につなげた。 

・ 【いきがい・助け合いオンラインフェスタ 2025】 

専用ページを開設し、取り組みの内容や動画を公開（2025年 11月 30日まで） 

ダイジェスト版を制作し参加者、関係各所に配布（1,500部）及びＷＥＢで公開 

・ 【各種パンフレット・ツールの制作及び全国配布】 

財団紹介パンフレット       1,200部 

さわやかパートナー之章        750部 

事業報告書             7,500部 

（東京海上日動火災保険株式会社） 

 

（３）調査政策提言プロジェクト 

新しいふれあい社会づくりに必要な調査及び諸政策提言を強力に行った。 

 

① 独自の調査研究による提言 

京都大学と共生社会における助け合い活動の価値や評価を学術的に検討する共同研

究を行うことを決定した。助け合い活動を広げるための考え方、社会的にどのように

評価するか、複数年をかけて社会的インパクトの手法を問題提起していく。 

 

②  国・自治体・関係団体が実施する研究会等を通じた提言 

・厚生労働省「令和７年度地域づくり加速化事業」の運営委員会に鶴山常務理事が委

員として参加。同事業は単年度であるが、その後に向けてどう発展していくかが重

要であり、住民主体の立場からの考え方を強力に提言した。また、同事業では「生

活支援共創プラットフォーム」が推進されており、第２回シンポジウムに講師とし

て参画した。 

・2025 年は国連が定めた「国際協同組合年（International Year of Cooperatives）」

であり、日本における「2025 国際協同組合年」（IYC2025）活動を強力に推進する全

国実行委員会に委員として清水理事長が参加。12 月には、“協同”がよりよい世界

を築く～連続シンポジウム・座談会～の最後となる第９回の「暮らしを支える医

療 ・福祉」と題したシンポジウムで、清水理事長が講演を行った。 

・ 他にも、自治体、関係団体が開催する委員会、会議等に財団役職員が積極的に参画
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し、当財団の新しいふれあい社会づくりの理念実践に基づき、住民主体・本人の尊

厳保持の立場から意見を発信し、提言を行った。 

 （一部紹介） 

「かながわ高齢者保健福祉計画評価・推進委員会」（委員：鶴山常務理事） 

「かながわ協働推進協議会」（構成員：鶴山常務理事） 

「かながわコミュニティカレッジ運営委員会」（委員：岡野共生社会推進リーダー） 

「川越市地域包括支援センター等運営協議会」（委員：岡野共生社会推進リーダー） 

 

③ 他団体との連携による提言等 

・（公財）公益法人協会等と共に進めている「民間法制・税制調査会」に清水理事長が

委員として参画（副座長）、５月に改正公益信託法関連の内閣府令案・合同命令案に

関する意見書を提出。また、12 月に「公益信託認可等ガイドライン案」に関する意

見書を提出した。 

・（一社）医療介護福祉政策研究フォーラムとの共催で約 130 名参加のシンポジウム

「目指すべき共生の地域づくりとは」を開催した。鶴山常務理事が企画検討、清水

理事長が進行役となり、南アルプス市、高崎市、川崎市宮前区の実践事例から、協

議体の重層化や医師と住民の交流、住民発ネットワークの展開など、互助による地

域づくりの可能性を共有。参加がいきがいにもつながる点を改めて確認し、今後の

地域づくり推進の重要性を強く提言した。 

・（一財）長寿社会開発センターの協力を得て、ケアマネジャーや地域包括支援セン

ター・介護事業所関係者、行政関係者等に、助け合い活動との連携を働きかけるた

めの動画「本人らしい生活をするために どうする？地域との連携」を企画。同セ

ンターが実施するオンライン「研究セミナー」の併設プログラムとして、２回配信

を行った。次年度も継続する。 

・「広がれボランティアの輪」連絡会議の幹事団体を務め、上田共生社会推進マネジャ

ーが勉強会プロジェクトチームのリーダーとして参画した。11 月の「ボランティ

ア・市民活動の推進に関する関係省庁との懇談会」には構成団体の役職員等約 100

名が参加。多文化共生と防災をテーマに情報を共有して様々に議論を行い、官民の

協働による持続可能な地域づくりの推進が重要であることが示された。３月には

「今日的なボランティアの価値を伝えていくために～私たちが一緒にできること～」

をテーマに 80名強が参加して勉強会が行われた。 

 

④ その他 

新しいふれあい社会づくりに必要な提言や発信を各地随所で役職員が強力に実践した。 

（一例として） 

・ 厚生労働省「第 14回健康寿命をのばそう！アワード」（評価委員：清水理事長） 

・ （公社）日本プロサッカーリーグ（Ｊリーグ） 「シャレン！アウォーズ」（社会

連携活動）ソーシャルチャレンジャー賞（選考委員：清水理事長） 

・ （一社）全国信用金庫協会「第 29 回信用金庫社会貢献賞」（選考委員：清水理事長） 
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・ （公社）日本フィランソロピー協会「第 23回企業フィランソロピー大賞」 

（選考委員：清水理事長） 

・ ＮＰＯ法人高齢社会をよくする女性の会「樋口恵子賞」（選考委員：清水理事長） 

・ （株）時事通信社発行【厚生福祉】「巻頭言『打診』」寄稿（清水理事長 ２回） 

・ ソウル大学校「国際移住と包括社会センター」へ「ふれあい切符」等の情報提供 

 

 

 

「収益事業」  

  
１．不動産賃貸等事業 （収益事業１） 

さわやか福祉財団が実施する公益目的事業がより効果的かつ安定的に推進できるように、

基礎財産として保有する不動産を賃貸し、その収益を活用した。  
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「法人運営」 

 

１．役員の状況及び理事会、評議員会の開催と運営 

（１）役員（令和 8年 3月 31日現在） 

  評議員 10名 

  理事 ７名 

  監事 ２名 

 

（２）第 41 回理事会 

日 時：令和７年６月４日（水）午後１時 30分から午後４時 

場 所：TKP ガーデンシティ PREMIUM東京丸の内中央 12Ｈ 

出 席：理事７名（全員）、監事２名（全員） 

 議 題： 

（決議事項）令和６年度事業報告並びに決算の承認の件 

公益認定法第 22 条に定める財産目録等を内閣総理大臣に提出する件 

第 18回定時評議員会招集の件 

定款変更の件 

諸規則改正の件 

（報告事項）代表理事及び業務執行理事の職務執行について 

遺贈寄付の発生について 

理事の選任について 

 

（３）第 18回評議員会 

日 時：令和７年６月 24日（火）午後１時 30分から午後４時 

場 所：TKP ガーデンシティ PREMIUM東京丸の内中央 12Ｈ 

出 席：評議員 10名（全員） 

     他に、理事３名、監事２名が出席 

 議 題： 

（決議事項）議長選任の件 

議事録署名人選任の件  

令和６年度事業報告並びに決算の承認の件 

公益認定法第 22 条に定める財産目録等を内閣総理大臣に提出する件 

理事の選任の件（１名重任） 

定款変更の件 

（報告事項）令和７年度事業遂行状況について 

遺贈寄付の発生・管理の状況について 

三菱ＵＦＪ信託銀行との寄附オプション業務提携契約の概要 

 
（４）第 42回理事会 

日 時：令和８年３月 18日（水）午後１時 30分から午後４時 
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場 所：TKP ガーデンシティ PREMIUM東京丸の内中央 12Ｇ 

出 席：理事７名(全員)、監事２名 

議 題： 

（決議事項）令和８年度事業計画並びに予算の承認の件 

第 19回定時評議員会招集の件 

役員賠償責任保険・サイバー保険加入継続の件 

（報告事項）代表理事及び業務執行理事・の職務執行について 

遺贈寄付の状況について 

 

（５）役員の構成と情報の共有 

・当初から外部人材を積極的に選任しており、現在、理事７名中４名が外部理事、監事

２名はいずれも外部監事である。 

・ 当初から評議員について、定款で法が定める要件とは別に対象となるふさわしい人物

像を定めており、幅広い知見と情熱を有する人材が選任されている。 

・ 外部理事・監事及び評議員に対し、組織目標や方針への理解を深めてもらうため、ま

た、事業運営の状況を共有してもらうことを目的に、毎月定期的に活動冊子を郵送す

るなど情報提供をこまめに行っている。併せて、個別事業も積極的に案内し、適時参

加を得ている。 

・ 理事会及び評議員会では、出席している理事・監事・評議員全員が意見を表出できる

運営を目指し、活発な質疑応答に基づく議論を行っている。質問には理事長が主体的

に対応すると共に、事業・運営の担当リーダー等もオブザーバー参加し、必要に応じ

て担当者目線での情報提供を行える体制で進めている。 

 

２．会員数  

令和８年３月 31 日現在  （前年度末対比） 

 個人会員  605名  （△ 94） 

 法人会員   85社・団体  （△ 11） 

 合計    690会員    （△105） 

 

３．職員の状況 

令和８年３月 31 日現在  

 職員計  25名 
  有給職員      14 名 

  長期派遣研修生         １名（東京都教育委員会より１名） 
  専従ボランティア職員  10 名 

 

４．事業運営の推進体制 

・全公益目的事業と法人運営は、ボランティア職員による無償の役務の提供を受けて実

施している。いずれも補助的な職務ではなく、各職員の希望と経験等を踏まえて職務

を決定し、主体的に取り組んでいる。 
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・事業推進に関して、全職員を対象とした会議を月１回、リーダー会議を週１回原則実

施。理事長、常務理事も参加し、効果的・効率的な情報共有に取り組んでいる。 

・当財団は支部や傘下の団体は一切有していない。協働者である全国のさわやかインス

トラクター及びその活動を共に地域で進める助け合い推進パートナーは、当財団と理

念や目標を共有し、自身が担当する地域で目指す共生社会づくりを共に実践している。

これらはいずれも無償または低廉なボランタリーの活動である。 

 

５．社会実習体験の受け入れ 

 障がい児の就業や社会体験を応援するための場の提供として、特別支援学校からの社

会実習体験を受け入れている。令和７年度は、東京都立水元小合学園より就業体験で計

２名を受け入れた。 
令和７年６月 ９日～６月 13日 １名 

令和７年６月 16 日～６月 20日  １名 

 
６．情報公開 

  当財団の事業運営全般について、ＷＥＢ、ＳＮＳ、紙媒体を通じて積極的に情報を公

開している。寄付者・会員のお名前も匿名ご希望者以外は感謝の意と併せて逐次広くご

紹介し、助成支援先もその内容をＷＥＢ及び紙媒体を通じて広く公開している。 
以上 

                                                                                                         


